

                                                　　　　
平成　　年　　月　　日
熊本県知事　蒲島郁夫　様
                          申請者　〒

住所　
名称　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　 印

　平成３０年度新くまもと雇用創出総合プロジェクト（雇用創造連携型商品開発

支援事業（ア）・（イ）、雇用創造連携型販路拡大支援事業（ア）・（イ）、海外展開雇用創造事業費）補助金交付要望書

　このことについて、標記補助金の交付を受けたいので、下記の書類を添えて要望します。
  １　別紙１（補助事業計画書）
  ２　別紙２（資金支出内訳表）
　３　別紙３（収支予算書）

４　労働保険料、消費税及び地方消費税並びに熊本県税において未納がない

ことの証明書
  ５　その他の参考資料等

（1） 直近２期分の決算書

（決算書が無い場合、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）

（２）企業概要（パンフレット等）
（３）必要があれば事業計画書補足説明するための参考資料等

　
別紙１

 eq \o\ad(補助事業計画書,　　　　　　　　　　　　　　)
【申請する事業名】
　　該当するものを１つチェックしてください。

　□雇用創造連携型商品開発支援事業（ア）（上限2,500千円 2/3以内）
□雇用創造連携型商品開発支援事業（イ）（上限5,000千円 2/3以内）
□雇用創造連携型販路拡大支援事業（ア）（上限2,500千円 2/3以内）
□雇用創造連携型販路拡大支援事業（イ）（上限5,000千円 2/3以内）
　□海外展開雇用創造事業（上限2,500千円 2/3以内）
（１）申請者及び事業内容

	申請事業者
	名　称　
代表者職・氏名　
〒　　　
住　所　
電　話　
資本金額　　　　　　　　　円　　従業員数　　　　　人
平成30年1月以降の事業主都合による解雇の有無　　　有　・　無

	補助事業実施事業所

※申請事業者と同じ場合は、記入不要
	名　称　　　　
代表者職・氏名
〒
住　所

電　話

従業員数　　　　　人
平成30年1月以降の事業主都合による解雇の有無　　　有　・　無　　　

	補助事業の実施場所
	

	補助事業

担当者連絡先
	（部署）　　　　　（役職）　　　　　　　（氏名）

（電話番号）　　　

（メールアドレス）

	補助事業の

経理担当者連絡先
	（部署）　　　　　（役職）　　　　　　　（氏名）
（電話番号）　　　

（メールアドレス）

	指定業種であることの確認
（指定主要業種）

指定業種であることの確認
（指定関連業種）
	標準産業分類番号で、該当するものを○で囲んでください。

【Ａ　指定主要業種】
①食料品製造業（標準産業分類番号　Ｅ09）
②生産用機械器具製造業（同　Ｅ26）
③電子部品・デバイス・電子回路製造業（同　Ｅ28）
④輸送用機械器具製造業（同　Ｅ31）
【Ｂ　指定関連業種】

①飲料・たばこ・飼料製造業（同　Ｅ10）

②化学工業（同　Ｅ16）

③石油製品・石炭製品製造業（同　Ｅ17）
④プラスチック製品製造業（同　Ｅ18）
⑤ゴム製品製造業（同　Ｅ19）
⑥鉄鋼業（同　Ｅ22）
⑦非鉄金属製造業（同　Ｅ23）
⑧金属製品製造業（同　Ｅ24）

⑨はん用機械器具製造業（同　Ｅ25）

⑩業務用機械器具製造業（同　Ｅ27）
⑪電気機械器具製造業（同　Ｅ29）

⑫情報通信機械器具製造業（同　Ｅ30）

⑬情報サービス業（同　Ｇ39）


	雇用保険適用事業所番号
	

	交付対象企業の要件確認
	（該当の場合は□を■にする）　
□審査等に協力する（審査に必要な書類等の整備保管、必要な書類の提出、実地検査の受け入れ、追跡調査の協力等を行う）。

□雇用保険適用事業所である。

□熊本県税、消費税及び地方消費税並びに労働保険料を滞納していない。

□交付要望書の提出日から過去１年間に労働関係法令の違反を行っていない。

□厚生労働省が実施している雇用関係助成金について、交付申請書の提出日から過去３年以内に不正受給をしていない。

□交付要望書の受付期間において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止等の期間中でない。

□企業等の役員に、法律行為を行う能力を有さない者、破産者で復権を得ない者及び禁固以上の刑に処せられている者を含まない。

□性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業を行っていない。

□宗教活動や政治を主たる目的とする者、暴力団若しくは暴力団員の統制の下にない。
□会社更生法、民事再生法に基づく更生又は再生手続きを行っていない。



	実施事業名
	

	補助事業テーマ名
	

	補助事業の実施期間
	(開始予定)  交付決定日 
(完了予定)  平成　　年　月　　日 

	補助事業の概要


	

	補助事業の具体的な内容


	

	補助事業の実施体制
	

	補助事業の実施スケジュール
	

	補助事業の成果
	　　

	雇用計画
	Ｈ３０
※交付決定日以降
平成31年2月まで
Ｈ３１
※3月から

6月まで
計

求職者から正規雇用へ
人
人
人
非正規雇用から正規雇用へ
人
人
人
※県は、雇用創造連携型商品開発支援事業（ア）及び雇用創造連携型販路拡
大支援事業（ア）については１人以上、雇用創造連携型商品開発支援事業
（イ）及び雇用創造連携型販路拡大支援事業（イ）については２人以上、
海外展開雇用創造事業については１人以上の雇用創出を想定しています。


平成30年度新くまもと雇用創出総合プロジェクト（雇用創造連携型商品開発支援事業（ア）・（イ）、


雇用創造連携型販路拡大支援事業（ア）・（イ）、海外展開雇用創造事業費）補助金交付要望書











